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当社連結子会社間の会社分割（吸収分割）に関するお知らせ 

 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、連結子会社である近畿日本ツーリスト株式会社（以下 

「ＫＮＴ」といいます。）および株式会社近畿日本ツーリストブループラネット（以下「ＢＰ」とい

います。）間の会社分割（吸収分割、以下「本吸収分割」といいます。）について決議いたしましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、本吸収分割は当社の 100％子会社間において実施するものであるため、開示事項、内容を一

部省略しております。 

 

記 

 

１．目的 

当社は、2024 年 5 月策定の中期経営計画（2024 年度～2026 年度）に基づき、現在、信頼回復

と持続的成長に向けたグループ一体運営の強化を進めております。今般、その一環として、「イン

バウンド中核会社の組成」ならびに「ＷＥＢ販売事業における訪日および国内市場の一体運営」

を図るため、会社分割による事業再編を実施いたします。これにより、訪日事業の成長をさらに

加速させるとともに、訪日市場と国内市場に分かれるＷＥＢ販売事業の一層の運営効率化を図る

ものであります。 

 

２．吸収分割の要旨 

ＫＮＴおよびＢＰは、ＫＮＴを吸収分割会社、ＢＰを吸収分割承継会社として、ＫＮＴの訪日

団体事業および訪日個人市場向けＷＥＢ販売事業（いずれも同社グローバル営業支店が所管する

事業）を承継いたします。 

 

 

 

 



会社分割による事業再編の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 分割の日程 

吸収分割契約承認取締役会（ＫＮＴおよびＢＰ） 2025年 4月 18日 

吸収分割契約承認取締役会（当社）       2025年 4月 23日 

吸収分割承認株主総会（ＫＮＴおよびＢＰ）   2025年 4月 24日（予定） 

吸収分割契約締結（ＫＮＴおよびＢＰ）     同上 

吸収分割効力発生日              2025年 7月 1日（予定） 

（２） 分割の方式 

ＫＮＴを吸収分割会社とし、ＢＰを吸収分割承継会社とする吸収分割です。 

（３） 吸収分割に係る割当の内容 

本吸収分割は当社の 100％子会社間で行われるため、株式の割当その他の対価の交付は

行われません。 

（４） 分割会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当する事項はありません。 

（５） 吸収分割による資本金の増減 

本吸収分割による当事会社の資本金の増減はありません。 

（６） 承継会社が承継する権利義務 

ＢＰは、本吸収分割に伴い、ＫＮＴから訪日団体事業および訪日個人市場向けＷＥＢ販

売事業（いずれも同社グローバル営業支店が所管する事業）に関する資産、負債その他の

権利義務および契約（労働契約を除く）上の地位を承継します。 

（７） 債務履行の見込み 

ＫＮＴおよびＢＰが効力発生日以後に負担すべき債務について、履行の見込みに問題は

ないものと判断しております。なお、承継会社が承継する債務については、分割会社が重

畳的債務引受を行います。 



３．当事会社の概要 

⑴商 号 近畿日本ツーリスト株式会社 株式会社近畿日本ツーリストブループラネット 

⑵本 店 所 在 地 東京都新宿区西新宿二丁目 6番 1号 東京都江東区枝川一丁目 9番 4号 

⑶代表者の役職・氏名 代表取締役社長 瓜生 修一 代表取締役社長 古川 優子 

⑷主な事業内容 旅行業 旅行業 

⑸資 本 金 100百万円 100百万円 

⑹設 立 年 月 日 2017年 11月 1日 2012年 9月 3日 

⑺発行済株式数 5,700株 6,150株 

⑻決 算 期 3月 31日 3月 31日 

⑼株主および持株率 ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社100％ ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社100％ 

⑽2024年 3月期の財政状態および経営成績 

純 資 産 24,330百万円 932百万円 

総 資 産 55,319百万円 2,642百万円 

売 上 高 117,329百万円 26,980百万円 

 

４．今後の見通し 

本吸収分割は、当社の連結子会社間で行うものであるため、当社の 2026年 3月期の連結業績に

与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


